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Ⅰ　はじめに
　平成 30 年度（2018 年度）税制改正において，法人税法上の資産の販売等に係る収益の
計上時期（帰属時期）及び計上額等に関して具体的な定めを有する法人税法 22 条の 2 が










では，同条よりも資産の販売等に係る収益に関して明確で具体的な定めをなす 22 条の 2
がここに加えられたことになる。
　本稿では，前稿（2）に引き続き，新設された法人税法 22 条の 2 の研究の一環として（3），
22 条の 2 第 4 項及び 5 項をめぐる問題を考察する。具体的には，両規定の創設の背景を
整理した上で，資産の販売等に係る収益の額について時価ないし適正な価額による益金算






（1） 収益認識会計基準及び適用指針は令和 2 年 3 月に表示や注記事項等に関する改正がなされた。
（2） 泉絢也「収益認識会計基準公表に伴う法人税法の改正―法人税法 22 条の 2 を巡る『別段の定め』論議を中
心として―」千葉商大論叢 57 巻 2 号 71 頁以下。
（3） 泉絢也「連載　収益認識会計基準と法人税法 22 条の 2 及び関係法令通達の論点研究」プロフェッション
ジャーナル 314 号以降も参照。https://profession-net.com/professionjournal/corporation-article-756/．以下，
本稿で引用する URL の最終閲覧日は令和 3 年 2 月 11 日である。
〔論　説〕
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可能性を織り込んで対価の額が合意された場合の問題点を指摘する。
Ⅱ　法人税法 22条の 2第 4項及び 5項の創設の背景と趣旨
　関連する収益認識会計基準における取扱いも踏まえて，法人税法 22 条の 2 第 4 項及び
5 項創設の背景と趣旨を確認する。
1　収益認識会計基準における取扱い



































































必要もあった）という見解として，植松守雄「判批」金子宏編『租税判例百選〔第 2 版〕』87 頁参照。
（5） 例えば，後述する南西通商株式会社事件の最高裁判決や法人税法 22 条が制定された昭和 40 年全文改正の立
案担当者の解説である吉牟田勲「所得計算関係の改正」税弘 13 巻 6 号 140 頁参照。
（6） 本稿における IFRS の「結論の根拠」の訳出については，IFRS 財団編〔企業会計基準委員会＝財務会計基準





























準が（又は同基準の一部でも）同法 22 条 4 項の公正処理基準（一般に公正妥当と認めら
れる会計処理の基準）に該当する可能性があることを前提とするならば，収益認識会計基
準の取扱いが，同項を経由して，法人税法の課税所得計算の世界にそのまま流れ込んでく
（7） 企業会計基準委員会事務局＝財務会計基準機構編『詳解収益認識会計基準』22 頁（中央経済社 2020），秋葉
賢一ほか「新会計基準・改正税法から読み解く収益認識の実務論点」企業会計 70 巻 8 号 30 頁，IFRS/








基準における『権利確定』概念の解釈―」税法 564 号 24～25 頁参照。ここでは，相当期間未収が継続した
場合等の貸付金利子等の帰属時期の特例を定める法人税基本通達 2-1-25 の存在も気に掛かる。
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法第 22 条第 2 項において資産の無償による譲渡に係る収益の額が益金の額となると
されていることや，寄附金の損金不算入制度において寄附金の額を譲渡資産の譲渡の
時の価額で算定するとされていることにその考え方が表れています。
判例でも，法人税法第 22 条第 2 項について，『この規定は，法人が資産を他に譲渡す
る場合には，その譲渡が代金の受入れその他資産の増加を来すべき反対給付を伴わな
いものであっても，譲渡時における資産の適正な価額に相当する収益があると認識す






（9） 法人税法 22 条の 2 第 4 項が明文化されたことにより，収益の計上時期のみならず収益の計上額についても，
収益認識会計基準に影響されることがないことを指摘するものとして，渡辺徹也『スタンダード法人税法〔第
2 版〕』117 頁（弘文堂 2019）参照。なお，島田眞一「新収益会計基準と法人税法との関係について」租税研














































研究 825 号 68 頁。
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おり条文に明記されておらず，通達レベルでの対応となっている（法人税基本通達 2-1-1
の 11 参照）。
Ⅲ　法人税法 22条の 2第 4項の検討




　法人税法 22 条の 2 第 4 項は次のとおり定めている。






び 22 条の 2 ⑥参照），この規定は，有償・無償を問わず，資産の販売等に係る収益の額と
して法人税法 22 条の 2 第 1 項又は 2 項の規定により当該事業年度の所得の金額の計算上
益金の額に算入する金額は，別段の定めがあるものを除き（15），「その販売若しくは譲渡を
した資産の引渡しの時における価額」相当額と「その提供をした役務につき通常得べき対




　法人税法 22 条の 2 第 4 項は，22 条 2 項について，資産の譲渡が代金の受入れその他資
産の増加を来すべき反対給付を伴わないものであっても，譲渡時における資産の適正な価
額に相当する収益があると認識すべきものであることを明らかにした規定であると判示し
た南西通商株式会社事件の最高裁平成 7 年 12 月 19 日第三小法廷判決（民集 49 巻 10 号
3121 頁。以下「平成 7 年最判」という）を彷彿させる規定である。法人税法は，文脈によっ
て，「価額」という語を「時価」という意味で使用する場合があることは，「合併及び分割
（15） 立案担当者は，法人税法 22 条の 2 第 4 項の別段の定め（22 条 4 項を除く）の具体的例示として，61 条，61
条の 2，62 条～62 条の 5，63 条，64 条などを挙げた上で，かように，22 条の 2 第 4 項の別段の定めから 22
条 4 項が除かれた趣旨については 1 項の場合と同様であると説明している。藤田・前掲注（11）275 頁参照。
（16） 3 項を経由して 2 項を適用する場合には，3 項を経由せずに 2 項を直接適用する場合に求められるはずの公
正処理基準準拠要件及び別段の定め不存在要件をいずれも満たす必要はないと解すべきであるかという論点










計基準に基づく収益の額の算定を否定（条文上，22 条 4 項経由による同基準の適用を排除）
したことに法人税法 22 条の 2 第 4 項の意義がある。
　平成 7 年最判から，①「譲渡時における」（どの時点の時価で評価するか），②「資産の」
（評価の対象は何か），③「適正な価額」（どのような方法 ･ 基準で評価するか）という着




　どの時点の時価で評価するかという点について，法人税法 22 条の 2 第 4 項は，資産の
販売又は譲渡については，「資産の引渡しの時における」価額としている。同条 1 項と 2
項は，収益の計上時期として，引渡 ･ 役務提供準と近接日基準という異なるルールを定め


















（17） この点は，朝長英樹「『収益認識に関する会計基準等への対応』として平成 30 年度に行われた税法 ･ 通達改
正の検証（3）」T&Amaster751 号 25 頁も参照。
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しているのである。立案担当者は，同項が法人税法 22 条の 2 第 4 項の別段の定めに該当
すると整理している（18）。





















（18） 藤田・前掲注（11）275 頁参照。ただし，酒井・前掲注（10）255～257 頁は反対か。この点について，ある
規定が法人税法 22 条 2 項の「別段の定め」に該当する場合，形式上，同項の「収益の額」には進まないと
いう理解を一律に当てはめるのであれば，61 の 2 の適用がある場合には，同条が 22 条 2 項の「別段の定め」
であるとして同項の「収益の額」には進まず，ひいては 22 条の 2 の適用ないし併用もないのではないか。
法人税法 61 の 2 は 64 条と異なり，「収益の額」という語を使用してもいない。このように考えると，法人
税法 61 条の 2 は 22 条 2 項の「収益の額」とは異なるルートで益金の額に向かう規定であるという見方も成







う用語の使い分けがなされたことになる。かかる使い分けにより，法人税法 61 条の 2 第





価格比準法の適用における比較可能性の問題として今治造船事件の高松高裁平成 18 年 10


















ことに着目する。法人税法 22 条 2 項とセットで考慮されることが多い寄附金の損金不算
入規定である 37 条は，その 7 項において，「当該金銭の額若しくは金銭以外の資産のその
贈与の時における価額又は当該経済的な利益のその供与の時における価額によるものとす
る〔下線筆者〕」と定めている。この点も考慮すると，法人税法 22 条の 2 第 4 項において，
資産の「引渡しの時」に相当する評価のタイミングを特定する語が役務提供の部分に付さ
（20） 東京地裁平成 26 年 5 月 28 日判決（税資 264 号順号 12479）及び控訴審・東京高裁平成 26 年 10 月 22 日判決
（税資 264 号順号 12550），東京高裁平成 28 年 4 月 21 日判決（税資 266 号順号 12848），熊本地裁平成 28 年
9 月 21 日判決（税資 266 号順号 12903）など参照。資産の無償譲受けの場合には，例えば，当該資産が譲受
法人の減価償却資産に該当するときは，「その取得の時における当該資産の取得のために通常要する価額」
と定める法人税法施行令 54 条等や「贈与その他無償で取得した資産については，公正な評価額をもって取
得原価とする」ことを定める企業会計原則第三 ･ 五 F を手掛かりとして解釈論を展開することもありえよう。
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れていないことは意識的になされたというべきであろうか（21）。役務提供については，提
供と消費が同時であるため，提供後に残る財産というのが基本的には存在しないから，財














・　法人税法 22 条の 2 第 1 項の役務提供基準と整合的に解釈する。
・　法人税法 37 条 7 項と整合的に解釈する。
・　空白領域として，法人税法 22 条 4 項の公正処理基準等に委ねる。
・　無償取引に課税する趣旨に依拠した解釈を行う。






に関しても，同様に，時点を示して規定するべきである」という批判として，朝長 ･ 前掲注（17）25 頁参照。










（24） 酒井克彦『プログレッシブ税務会計論Ⅰ〔第 2 版〕』20 頁（中央経済社 2018），酒井・前掲注（10）226 頁。










法 2-8 ほか 2 課共同による改正前法人税基本通達（以下「改正前通達」という）2-1-4 の
取扱いを平成 30 年度改正後も維持するということである。上記なお書きは，法人税法 22










出するものの時価に着眼するものである（25）。法人税法 22 条の 2 第 4 項は，かように現実
に収受する対価の額そのものに着目するものではないため，支払者側の支払能力等を考慮
して時価を算定するような理解には結び付かないという次なる議論が視界に入って来る。








　上記（1）の議論は法人税法 22 条の 2 第 4 項の適用対象の議論に接続しうる。同項は収
益の額の規定であるが，22 条 2 項が定める「資産の販売若しくは譲渡又は役務の提供」（資
産の販売等）に係る収益の計上時期の規律である 1 項又は 2 項の適用があるものに限定し
て適用される。同じく 22 条 2 項で定めるもののうち「無償による資産の譲受けその他の

















　法人税法 22 条の 2 第 4 項は，インフローないしインプットとしての対価の額に着目す
るものではない。よって，資産の販売等に係る収益の額を算定するに当たり，支払者側の
支払能力や信用リスク等を考慮して譲渡した資産や提供した役務の時価を算定するような











（28） 所得税法に関して，同法 36 条 1 項が権利概念を収入金額の「算入すべき金額」たる「計上すべき金額」の
要素にもち込んでいることからすれば，同法には権利確定主義を論じる実定法上の素地が一応あるという見
解が示されている。酒井克彦「権利確定主義はリーガル・テストとしての意味を持ち得るか（3 ･ 完）―法












































（29） 酒井・前掲注（10）235～236 頁。同書 269 頁も同旨。
（30） 酒井・前掲注（10）272～273 頁。
（31） 谷口・前掲注（24）380 頁。ただし，改正前は法人税法 22 条 3 項 2 号を挙げつつ，平成 30 年度改正のどの
条文によって根拠規定の変更ないし絞込みがなされたと解されているのかは自明ではない。法人税法 22 条
の 2 第 4 項を 22 条 3 項 2 号の別段の定めと解するのも難しいであろう。
（32） 後述する通達の趣旨説明 31 頁。収益認識会計基準の公表に伴う改正前の財務諸表等規則ガイドライン 72-










いし適正な価額（又はその幅）の問題として法人税法 22 条 2 項及び 22 条の 2 第 4 項の
収益の額の問題として捉えるのか，37 条 8 項の実質的な贈与の有無や 22 条 3 項 2 号括
弧書きの債務確定基準の充足の有無など損金の問題と考えるのか，この点を截然と分け
ることができるのか，同一の特段の事情が両場面で重複して検討される場合はありうる












（33） 転売特約付きの低額譲渡 ･ 譲受けに係る収益の額や寄附金の額が問題となった大阪地裁昭和 54 年 6 月 28 日
判決（行集 30 巻 6 号 1197 頁）及び控訴審 ･ 大阪高裁昭和 56 年 2 月 5 日判決（行集 32 巻 2 号 194 頁），大
阪地裁昭和 58 年 2 月 8 日判決（行集 35 巻 6 号 830 頁）及び控訴審 ･ 大阪高裁昭和 59 年 6 月 29 日判決（行
集 35 巻 6 号 822 頁），時価の算定に当たっては，本件株式の各譲渡が実質上同一人格間の取引であること，
本件は 14 万株と多量の株式が譲渡された場合であるから 1 株当たりの金額が通常低くなることを考慮して
決定されるべきである旨の納税者の主張に対して，いずれの事情も客観的な交換価値である時価の形成に影
響を与えるものではないと判示した南西通商株式会社事件の宮崎地裁平成 5 年 9 月 17 日判決（民集 49 巻 10
号 3139 頁）及び控訴審 ･ 福岡高裁宮崎支部平成 6 年 2 月 28 日判決（民集 49 巻 10 号 3159 頁），上場株式の
時価を取引日の終値としないことの特段の事情該当性などが争われた金沢地裁平成 8 年 7 年 19 日判決（訟
月 46 巻 12 号 4281 頁）及び控訴審 ･ 名古屋高裁金沢支部平成 10 年 11 月 30 日判決（訟月 46 巻 12 号 4267
頁），東京地裁平成 27 年 1 月 27 日判決（税資 265 号順号 12593）及び控訴審 ･ 東京高裁平成 27 年 11 月 18
日判決（税資 265 号順号 12753），東京地裁平成 27 年 1 月 27 日判決（税資 265 号順号 12594）及び控訴審 ･
東京高裁平成 27 年 7 月 16 日判決（税資 265 号順号 12698），東京地裁平成 27 年 9 月 9 日判決（税資 265 号
順号 12719），東京地裁平成 27 年 11 月 19 日判決（税資 265 号順号 12756）及び控訴審 ･ 東京高裁平成 28 年
4 月 18 日判決（税資 266 号順号 12841）などが参考になる。少なくとも，納税者の意図や目的など資産に特
有のものでない，資産の客観的交換価値に影響しない事情は，時価の算定場面では特段の事情とは認められ
にくい傾向にある。また，資産の譲受けに係る収益の額の場面であり，法人税法 22 条 4 項の適用場面であ
るという留意は必要であるが，広告宣伝用資産に係る受贈益の議論も参考になるであろうし，既に述べた無
償による資産の譲受けに対して法人税法 22 条の 2 第 4 項の適用がないことの議論にも接続しうる。前者に
ついて，法人税基本通達 4-2-1，4-2-2，千葉地裁昭和 59 年 7 月 25 日判決（判時 1143 号 67 頁）及び控訴審
･ 東京高裁昭和 60 年 6 月 10 日判決（税資 145 号 786 頁）参照。
（34） 割戻しを総売上高から控除する方法と費用として計上する方法も認められていたことについて，例えば，吉













適用はないのではないか。詳述は避けるが，平成 30 年課法 2-8 ほか 2 課共同による改









そも，法人税法 22 条の 2 第 4 項の「価額」や「通常得べき対価の額」の算定方法に関
する具体的な規定が設けられなかったこと自体を問題視することもできる（後記 4（1）
ウ参照）。
（35） 中村平男「改正法人税法（昭和 40 年 3 月改正）等の施行に伴う法人税の取扱いについて第 2 回」国税速報
1880 号 4～5 頁，同「収益事業 ･ 事業年度 ･ 所得金額計算の通則関係等」税弘 14 巻 2 号 21 頁，栗山益太郎
ほか「座談会法人税法整理通達の問題点」税通 20 巻 11 号 178～179 頁，石岡富七ほか「座談会法人税整理
通達の焦点はどこか」税理 8 巻 12 号 71～73 頁，桜井巳津男「法人税整理通達の重点解説（上）」税理 8 巻
12 号 86 頁，同「法人税整理通達の解説」税理 8 巻 13 号 78 頁，加納清ほか「座談会ここに新通達の重点が
ある」税理 9 巻 2 号 26～27 頁，武田昌輔ほか「座談会　改正法人税基本通達の徹底的研究（8）」税務事例 2
巻 5 号 14 頁以下参照。
（36） 後述する通達の趣旨説明 29 頁参照。
（37） 債務確定基準の観点から売上割戻しの計上の可否を判断した国税不服審判所平成 11 年 6 月 21 日裁決（裁決
事例集未登載 ･TAINS コード F0-2-085）参照。




（39） 平成 29 年 12 月 22 日付け閣議決定「平成 30 年度税制改正の大綱」74 頁参照。
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あることを考慮した場合，法人税法 22 条の 2 第 4 項が，役務提供に係る収益の額として
1 項又は 2 項により益金の額に算入する金額は「その提供をした役務につき通常得べき対
価の額に相当する金額」として，「対価」という語を使用していることをどのように理解
すべきであろうか。法人税法 22 条の 2 第 4 項でいう「その提供をした役務につき通常得
べき対価の額に相当する金額」の「対価」とは時価とは異なる概念であるという見解はあ
りうるか。








分を含めて時価を意味すると解釈されている。もっとも，法人税法 61 条の 2 第 1 項 1 号
は有価証券という資産に関して，「有償によるその有価証券の譲渡により通常得べき対価








（40） 東京高裁平成 26 年 6 月 12 日判決（訟月 61 巻 2 号 394 頁）及び東京高裁平成 27 年 11 月 18 日判決（税資
265 号順号 12753）参照。
（41） 金子宏『租税法〔第 23 版〕』356 頁（弘文堂 2019）。
（42） なお，空売りをした有価証券の 1 単位当たりの譲渡対価の額の算出の方法について定める法人税法施行令



















　また，新通達 2-1-1 の 10 も，「資産の引渡しの時の価額等の通則」と題して，法人税法















（43） 藤田・前掲注（11）275～276 頁。同解説 270 頁においても，「法人税法において『価額』すなわち時価とは，
一般的には第三者間で取引されたとした場合に通常付される価額とされており，これは結局のところ対価の
額となります。」という説明がある。
（44） 趣旨説明 26 頁参照。
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場合に通常付される価額をいうことを明らかにした。
イ　時価算定の際の考慮要素と法人税法 22条 2項の趣旨 ･目的の議論



























（45） 税務訴訟資料 264 号順号 12479 掲載の裁判例を指すと思われる。なお，平成 7 年最判にいう適正な価額につ
いて，「無償譲渡の場合においては，当該資産の譲渡時における時価」であると解する広島地裁平成 23 年 9
月 14 日判決（税資 261 号順号 11766）や「当該資産につき不特定多数の当事者における自由な取引において
通常成立すると認められる価額」をいうものと解する東京地裁令和元年 6 月 27 日判決（判例集未登載）な
どがある。
（46） 議論の参考として，碓井光明「法人税法における益金の概念―法 22 条 2 項の問題点　主として無償による
役務提供―」税理 21 巻 4 号 6～7 頁参照。
（47） 第三者間で付された金額でありながら，時価について問題とされた事例が存在することから，この点を注視
すべきであるという指摘として，長島弘「収益認識基準対応としての法人税法 22 条の 2 の問題点」会計 ･













性を重視する立場（ただし，同条 7 項・8 項の価額と租税特別措置法（以下「措置法」と
いう）66 の 4 第 1 項の独立企業間価格に開差が生じうることを否定するならば，逆の方
向に進む可能性があることに注意。なお，値引き，割戻し等に係る差異調整の定めとして，
措置法通達 66 の 4（4）－ 4 参照），あるいは旧法時代のものであるが「適正な価額」とい
う語を使用しつつ純資産増加説的な益金計上の論理を展開していた相互タクシー事件の最
高裁昭和 41 年 6 月 24 日第二小法廷判決（民集 20 巻 5 号 1146 頁）と平成 7 年最判との連
続性を肯定する立場（52）などの観点からも❶の見解を後押しできそうである。他方，役務
（48） もちろん，売り急ぎ，資金需要など，資産の販売等をした法人側の事情も考慮されるべきかなど，考慮事情
の線引き又は特段の事情の中身は別途，検討を要する。あえて独立価格比準法（措特 66 の 4 ②一イ）に寄
せて表現するならば，❶は棚卸資産の「同種」性に係る事情，❷はこれに加えて「取引段階，取引数量」そ
の他の状況を包摂する事情を考慮する場合に近いかもしれない。参考として，租税特別措置法通達 66 の 4（3）
－ 2，本田技研工業事件の東京地裁平成 26 年 8 月 28 日判決（税資 264 号順号 12520）参照。もっとも，金
銭の貸付取引に当てはめた場合に，タイバーツ事件の東京地裁平成 18 年 10 月 26 日判決（訟月 54 巻 4 号
922 頁）を参考として，前者は通貨の種類，後者は貸付時期，貸付金額，貸付期間，金利の設定方式（固定
か変動か，単利か複利か等），利払方法（前払か後払か等），借手の信用力等の状況とするならば，前者の通
貨の種類のみで時価が算出されるかという問題もある。少なくとも，法人税法 22 条の 2 第 4 項の「通常得
べき対価の額」という文言であれば，「取引段階，取引数量」その他の状況を包摂する事情を考慮する受け
皿となりうるか。法人税法 37 条との関係であるが，フィリップスグループ事件の東京地裁平成 12 年 2 月 3
日判決（税資 246 号 393 頁）は「独立企業間において行われる同種の契約で設定される対価の水準」を基準
とすることに言及していた。
（49） 棚卸資産と固定資産で考え方が異なるという見解もありえよう。例えば，棚卸資産であれば，特価販売も時
価の範疇であるという見解として，碓井光明「時価との差額に係る収益認定の構造と法理」税理 20 巻 15 号
67～68 頁参照。





智『新版租税実体法〔補正第 2 版〕』142 頁（中央経済社 2003）参照。碓井・前掲注（49）66 頁も参照。
















（53） 法人税法 22 条 2 項を収益のないところに収益を擬制したみなし規定であるという立場に立ち，この規定の
根拠と目的に関する議論との関係において，かような相性の悪さを指摘するものとして，金子宏「無償取引
と法人税」『所得課税の法と政策』318 頁以下（有斐閣 1996）〔初出 1983〕参照。また，清永敬次「無償取引
と寄付金の認定」税通 33 巻 13 号 4 頁以下，酒井・前掲注（28）200 頁も参照。岡村・前掲注（50）42 頁は，
役務提供について，金銭の貸付けを例にするものであるが，債権の時価（現在価値）の観点から清算課税説
による説明を行う。岡村忠生「無利息貸付課税に関する一考察（二）」論叢 121 巻 5 号 7～8 頁も参照。この
点は，無利息融資（interest-free loans）と低利息融資（below-market interestrate loans）に関して，現在
価値アプローチという方法と得べかりし利息の二段階移転を擬制する方法を定める米国の内国歳入法典 7872
条との関係を研究する増井良啓「無利息融資と経済的価値の移転」金子宏編『所得課税の研究』96～97 頁（有





移転することに言及される。親会社 A が子会社 B に対して無利息融資を行った場合に，独立の当事者間の
取引であれば市場利子率相当の利息を付して融資を行うことが通常であるから，この場合，利息相当額の経
済的利益が A から B に対して移転していると判断してよいことを指摘するものとして，増井・同書『結合
企業課税の理論』19 頁参照。金子・同論稿 344 頁，碓井・前掲注（46）2 頁以下も参照。この点の参考として，
東京地裁昭和 57 年 6 月 14 日判決（税資 123 号 634 頁）及び控訴審 ･ 東京高裁昭和 60 年 6 月 26 日判決（税
資 145 号 1020 頁）参照。
（54） 適正所得算出説が学説上の通説であるという見解として，例えば，酒井克彦『裁判例からみる法人税法〔3
訂版〕』194 頁（大蔵財務協会 2019），渡辺・前掲注（9）75 頁参照。他方，適正所得算出説は有力な学説と





総則 ･ 物権総論〔第 4 版〕』5 頁（東京大学出版会 2008）参照。法解釈における通説の意義や機能等について，
法社会学会のシンポジウム「『通説』の法社会学的考察」における報告を所収した法時 31 巻 8 号 42～65 頁
の各論稿，田畑忍「通説について―法解釈に於ける通説の問題―」同法 11 巻 1 号 1 頁以下，平野竜一「法
学における理論の役割」碧海純一編『岩波講座現代法 15　現代法学の方法』69～70 頁（岩波書店 1966），伊
藤正己＝加藤一郎編『現代法学入門〔第 4 版〕』63～64 頁（有斐閣 2005），澤木敬郎ほか『ホーンブック法
学原理〔第 4 版〕』147 頁（北樹出版 2015）参照。







































の法理―内国歳入法典 482 条について―」『所得課税の法と政策』311 頁（有斐閣 1996）〔初出 1980 ･ 1981〕は，
























には譲渡時における適正な価額に相当する経済的価値が認められる ｣ と判示している点や③法人税法 37 条
に言及している点に上記❶の見解との親和性を見いだす余地を残す ｡ ①の判示からは，会社から社外に資産
が流出する段階で未実現のキャピタル・ゲインを清算して課税するという考え方を読み取ることができると
いう見解として，増井良啓『租税法入門〔第 2 版〕』225 頁（有斐閣 2018）参照。平成 7 年最判の調査官解







と述べている。川神裕「判解」『最高裁判例解説民事篇平成 7 年度（下）』1078 頁，1083 頁参照。
 なお，平成 7 年最判は，適正所得算出説に近いという見解として，酒井・前掲注（54）196 頁，適正所得算
出説の考え方と同一線上にあるという見解として渡辺・前掲注（9）75 頁。増井 ･ 前掲注（52）97 頁も参照。
適正所得算出説とは異なる見解を採用しているようであると見るものとして，渕 ･ 前掲注（54）210 頁参照。
なお，金子宏「法人の所得の意義」租税研究 650 号 17～18 頁，同「『無償取引』について」税研 163 号 14
頁も参照。
（60） 渕 ･ 前掲注（54）218 頁参照。渕教授は，同論稿において，無償による役務の提供を行う法人について，提
供される役務の時価相当額の帰属所得を認識することができ，この帰属所得を収益として益金に算入するこ







































（62） この点は，村井・前掲注（60）141 頁，谷口・前掲注（24）387 頁も参照。
（63） 増井 ･ 前掲注（53）『結合企業課税の理論』20～21 頁参照。
（64） 参考として，金子・前掲注（53）347～348 頁，増井 ･ 前掲注（53）「無利息融資と経済的価値の移転」97～
98 頁参照。移転価格税制との関係で有益な示唆を提供するものとして，金子宏「移転価格税制の法理論的検
討―わが国の制度を素材として―」『所得課税の法と政策』364 頁（有斐閣 1996）〔初出 1993〕，岡村忠生「移
転価格税制」村井正編著『国際租税法の研究』109 頁以下（法研出版 1990），同「判批」民商 116 巻 3 号 426
頁以下，中里実『国際取引と課税』（有斐閣 1994）の第 2 章・第 3 章，同「移転価格課税と経済理論―実務
における経済理論の利用可能性―」同ほか編『移転価格税制のフロンティア』21 頁以下（有斐閣 2011），増
井 ･ 前掲注（53）『結合企業課税の理論』236 頁以下，藤井保憲「移転価格税制の国内取引への適用」税大ジャー
ナル 3 号 12 頁以下，矢内一好「移転価格税制の国内取引への適用可能性」租税研究 758 号 143 頁以下参照。
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法人税法 22 条の 2 第 4 項により，「いかなる場合にも『価額』又は『通常得べき対価の額』
に修正して益金の額を計算する必要があることとなります。」と説明している（65）。




額に算入すべき金額に収益の額が含まれることは法人税法 22 条 2 項が規律しているので
ある。上記説明は，法人税法 22 条の 2 第 4 項のみを根拠規定として示してはいるが，か











の場合にも法人税法 22 条 2 項でいう収益の額があるのは明らかであって，別段の定めが
ない限り，当該差額部分も当然に益金の額に算入される。
Ⅳ　法人税法 22条の 2第 5項の検討
1　貸倒れや買戻しの可能性がないものとした場合における価額




（66） 藤田・前掲注（11）276 頁。法人税基本通達 2-1-1 の 10（注）2 も参照。上記解説からすると，立案担当者は，
















































2 第 5 項 2 号の「資産の買戻し」に返品を含むものと解すべきなのか，という疑問が提起














手当てがなされている（法人税令 18 条の 2 ④）。貸倒引当金との関係においても同様の調










　Ⅲでは，法人税法 22 条の 2 第 4 項の検討を行った。法人税法では，無償取引からも収
（70） 長島・前掲注（47）116 頁参照。
（71） 平成 8 年の政府税制調査会法人課税委員会報告に従って，引当金を縮減していくという方向性が確認されて
いたとしても，なぜ，その縮減が返品調整引当金の廃止を意味するのか，法人税法に特有の問題があるから
返品調整引当金を廃止したのだという積極的な説明が必要であるという指摘として，酒井克彦『プログレッ













税法 22 条の 2 第 4 項は「役務提供時に」通常得るべき対価の額で収益の額（益金の額）
を算定することを定めたものであるという補充的解釈などを思案する手掛かりはある。
























基準）」国士舘法研論集 16 号 47 頁以下，同「債務確定主義（債務確定基準）のレゾンデートル」税務事例
47 巻 2 号 39 頁以下参照。原価性のある引当金の存在を考慮すると，債務確定の要件を 22 条 3 項柱書きに設
けるべきであるという岡村・前掲注（50）65 頁の見解に賛意を示しておく。武田隆二「税務会計の基礎（6）」
會計 114 巻 3 号 100～101 頁，同『法人税法精説〔平成 17 年版〕』123 頁（森山書店 2005）も参照。
（73）返品債権特別勘定の対象となるものは，雑誌の中でも週刊，旬刊，月刊誌等の定期刊行物であってかなり限定
的であるため，返品調整引当金そのものは事実上の廃止であることには変わりがないという指摘として，四
方田彰「変動対価概念の導入による税務上の課題―返品調整引当金の再考―」税務会計研究 30 号 294 頁参照。
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人税法 22 条の 2 第 4 項は「適正な価額」による収益計上を求めるものという整理も検討
（74） 適正所得算出説に対して，無償取引についてのみ適用されるべきであって，有償取引については，原則とし
て法人税法 22 条 4 項にいう公正処理基準に従った処理によるべきであるという見解が示されている。酒井
克彦「法人税法 22 条 2 項にいう有償譲渡と無償譲渡の界限（下）―公正処理基準か法人税法に内在するルー
ルによるべきか―」税務事例 52 巻 3 号 126 頁参照。法人税法 22 条の 2 第 4 項ができたことでこのような議
論にどのような影響があるかという視点と，逆に，このような議論が同項の解釈にどのような影響を与える
かという視点を提供するものであり，興味深い。




年 3 月 24 日第三小法廷判決（集民 263 号 63 頁）の理解に近づく。なお，相続税法 22 条の「時価」と所得
税法 59 条 1 項の「価額」の相違について，酒井克彦「取引相場のない株式の評価―所得税法 59 条 1 項 2 号
の低額譲渡該当性が争点とされた事例を素材として―」経理研究 60 号 38 頁以下，同「取引相場のない株式
と低額譲渡（上）」税務事例 51 巻 5 号 99 頁が参考になる。本稿との関係でいうと，南西通商株式会社事件
に関する論稿の中で，同「法人税法 22 条 2 項にいう有償譲渡と無償譲渡の界限（上）―公正処理基準か法
人税法に内在するルールによるべきか―」税務事例 51 巻 8 号 106 頁は，「時価よりも低い対価で譲渡をする
ことを低額譲渡というが低額譲渡に係る収益の額について，譲渡した資産の譲渡時の価額とする規定はない」
と表現されている。同「法人税法 22 条 2 項にいう有償譲渡と無償譲渡の界限（中）―公正処理基準か法人





いった議論も一考の価値がある。なお，法人税法 22 条 4 項と割戻し等があった場合の課
税処理の問題，同項と無償取引による収益の計上額の問題，同項と措置法 66 の 4（移転










beyond）又は同原則から逸脱（deviate from）していく潮流を目前に（78），法人税法 22 条
の 2 第 4 項は，国家の課税権の競合・配分，所得の国外移転が問題となるような取引や少
なくとも形式上は関連会社間取引のみを対象とするものではないなどの相違点の考慮が求
（76） 議論の素材になる裁判例を示しておく。平成 7 年最判との関係では，「適正な価額」とは，「原則として」譲
渡時における当該財産の客観的な交換価値，すなわち時価相当額を意味すると判示する東京高裁平成 20 年 2
月 20 日判決（税資 258 号順号 10898）がある。他方で，「適正な価額」について無償譲渡の場合にはこれを
時価と解するほかないことは明らかであるし，低額譲渡の場合であっても，譲渡の対象となった資産には譲
渡時における適正な価額に相当する経済的価値の収益が認められるから，無償譲渡と低額譲渡を区別して，
適正な価額は時価に限られるものではないとか，不当，不合理な低額譲渡の場合にのみ法人税法 22 条 2 項
が適用されるものと限定的に解すべき理由はないと判示する広島地裁平成 23 年 9 月 14 日判決（税資 261 号
順号 11766）がある。示唆に富む論稿として，川端康之「アームズレングスの周辺問題」民商 101 巻 6 号
848～850 頁参照。
（77） 上記規定を法人税法 22 条 4 項の別段の定めと解する見解として，小松芳明 ｢ トランスファ－・プライシン
グに対する税法上の規制について―今次わが国の特別立法をめぐって―｣ 亜大 21 巻 1 号 21 頁，同「所得課
税の国際的側面における諸問題―国際租税法のあり方を考える―」租税 21 号 17 頁，同『国際取引と課税問題』
156 頁（信山社出版 1994）〔初出 1991〕参照 ｡ 法人税法 22 条 4 項が収益の計上額を規律するものであること
を前提とすることに対して無償譲渡等からも収益が生ずることなどに依拠した反論もありうる一方，文理解
釈の観点のほか，収益認識会計基準に対応する形でわざわざ 22 条の 2 第 4 項を創設したこと及び資産の譲
受けの場合の解釈論を念頭に置いた再反論も可能である ｡ 上記規定は，少なくとも，21 条，22 条 2 項・3 項，
22 条の 2 第 4 項又は 37 条等との関係においても捉えうる ｡ この論点に関して，矢内・前掲注（64）156 頁，
伊藤雄二「無償取引と移転価格税制―無償取引を巡る移転価格税制と寄附金規定の関係について―」税大
ジャーナル 2 号 76 頁，藤枝純＝角田伸広『移転価格税制の実務詳解〔第 2 版〕』229，233，235 頁（中央経




和 40 年版　改正税法のすべて』102 頁（国税庁 1965），吉牟田・前掲注（5）140 頁，酒井克彦「租税特別措
置法は法人税法 22 条にいう『別段の定め』か」中央ロー・ジャーナル 12 巻 2 号 153 頁以下，該当しないと
いう見解として，伊藤義一『税法の読み方・判例の見方〔改訂第 3 版〕』233 頁（TKC 出版 2014）参照。
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められるため，問題は単純ではない。









 （2021.1.21 受稿，2021.3.4 受理）
（78） See OECD,Addressing the Tax Challenges of the Digitalisation of the Economy – Policy Note（2019）;OECD,
Public Consultation Document: Secretariat Proposal for a “Unified Approach” Under Pillar One（2019）;
OECD,TaxChallengesarising fromDigitalisation –report on pillar one Blueprint: inClusive
frameworkonBEPS,OECD/G20Base erosion anD profit shifting projeCt,OECDPublishing（2020）. 江波
戸順史「研究ノート　プラットフォーム企業と課税」千葉商大論叢 57 巻 3 号 199 頁以下，浅妻章如「国際
的な課税権配分をめぐる新たな潮流と展望について―国際連盟時代以来の伝統を踏まえて―」フィナンシャ
ル・レビュー143 号 95 頁以下，栗原克文「デジタル経済への課税―実施上・執行上の論点―」同号 172 頁以
下のほか，ItaiGrinberg,Stabilizing Pillar One: Corporate Profit Reallocation in an Uncertain Environment,
23Fla.TaxRev.130（2019）;MihaelaTofan,State Right to Rule Tax System vs. Multilateral Regulation on 
New Nexus and Income Allocation,2019ClujTaxF.J.7（2019）;ReuvenS.Avi-Yonah&KimberlyA.
Clausing,Toward a 21st-Century International Tax Regime,95TaxNotes International 839（2019）;
ReuvenS.Avi-Yonah,A Positive Dialectic: BEPS and the United States,114AJILUnBounD255,258（2020）
（“partiallyabandoningthearm’slengthprinciple（incorporatedinArticle9ofthetaxtreaties）”）;Michael
















り込んで対価の額が合意された場合の取扱いに関して 5 項が抱える問題点を指摘する ｡
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